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[image: image6.bmp]　参院選の結果、日本共産党は比例代表で５１５万を上回る得票を得て５人が当選、選挙区でも東京、大阪、京都で議席を獲得しました。非改選の３議席とあわせると日本共産党は１１議席になり、日本維新の会を上回り、参院での議案提出権を獲得しました。支持していただいた方、雨のなかも猛暑のなかも奮闘された方に、お礼申し上げます。
選挙の結果、自民・公明の与党は参院でも過半数を超えました。安倍晋三政権の暴走に正面から立ち向かい、公約実現のために力を尽くす決意です。

対決し対案示す党として

　参院選での日本共産党の躍進が、安倍政権の暴走にひるむことなく立ち向かい、経済政策でも、原発や憲法問題でも、抜本的な対案を示したことが国民に支持された結果であるのは明らかです。投票日に各マスメディアがおこなった投票所での出口調査でも、「政権批判票の受け皿」として日本共産党が有権者に評価されたことが浮き彫りになっています。

　選挙終盤になってあわてて安倍政権の暴走を批判しても、阻止する足場を持たなかった民主党が大きく後退し、安倍政権を補完する役割があらわになった維新の会が伸び悩んだことを見ても、国民が安倍政権の暴走に不安を募らせ、それに立ち向かう力を待ち望んでいたことは明白です。
暴走加速なら、しっぺ返し

　安倍政権与党の自民・公明の両党で７６議席を獲得し、非改選とあわせ参院の過半数を獲得したからといって、国民が安倍政権の政策を支持したといえないことは議論の余地がありません。安倍首相は選挙中の訴えの大半を経済問題に費やしましたが、その内容は株価が上がったなどの手柄話で、国民が不安を募らせている雇用の改悪や消費税増税については語りません。原発の再稼働や憲法改悪についてはほとんどダンマリです。圧倒的多数の国民は原発の再稼働や憲法改悪を支持していません。安倍首相とその与党が選挙で勝ったからといって政策が信任されたようにいい、暴走を加速させれば、手痛いしっぺ返しを食うことは間違いありません。

　先の東京都議選に続く今回の参院選での日本共産党の躍進が、財界や巨大メディアが推進した日本共産党を国民の選択の外に置く「二大政党づくり」の策略や「第三極」キャンペーンなどを打ち破って実現したことは重要です。今回の参院選でもみんなの党などから「日本共産党は何でも反対」など根拠のない攻撃が加えられ、一部では日本共産党に議席を得させないための“票の取引”まで伝えられました。こうした「反共シフト」をも打ち破って日本共産党が躍進したこと自体、日本共産党こそが自民党と対峙（たいじ）する力を持っていることを示しています。
国民との「ねじれ」は拡大
安倍政権の監視と運動を

　自民党や公明党は今回の参院選を衆参の「ねじれ」を解消する選挙と位置づけましたが、もともと衆院での３分の２を超す議席自体、大政党に有利な小選挙区制でゆがめられた「虚構」です。参院選での自公の議席も１人区で議席を獲得したことが影響しています。
　衆参で「ねじれ」は解消しても、国民の意思と国会の議席のねじれはいっそう大きくなっています。安倍政権への監視を強め、暴走を許さない国民のたたかいが、これからいっそう重要になります。
【7月23日「しんぶん赤旗」主張より】
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❒日本共産党の見解を紹介します





2013年7月21日執行参院選　比例代表得票状況（甲良町）


☆当日有権者数6201　投票者数3220（投票率51.94％）　無効155票


�
今　回�
2012衆院�
2010参院�
2009衆院�
�
共産党�
得票数�
332�
234�
282�
319�
�
�
率　％�
10.83�
6.31�
7.85�
7.52�
�
自民党�
得票数�
1,252�
1,232�
1,038�
1,430�
�
�
率　％�
40.84�
33.23�
28.90�
33.69�
�
民主党�
得票数�
586�
610�
1,311�
1,857�
�
�
率　％�
19.13�
16.46�
36.50�
43.76�
�
公明党�
得票数�
297�
301�
308�
321�
�
�
率　％�
9.69�
8.12�
8.57�
7.56�
�
社民党�
得票数�
55�
36�
129�
121�
�
�
率　％�
1.79�
0.97�
3.59�
2.85�
�
みんな�
得票数�
141�
290�
37�
95�
�
�
率　％�
4.61�
7.82�
1.03�
2.24�
�
維新�
得票数�
266�
616�
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―�
�
�
率　％�
9.68�
16.62�
�
�
�
生活�
得票数�
17�
（未来373）�



―�



―�
�
�
率　％�
0.62�
（未来10.06）�
�
�
�






滋賀選挙区得票状況（甲良町）


�
県合計


（得票率）�
甲良町


（得票率）�
2012衆院


（得票率）�
�
自民党


（二之湯武史）�
305,872


（53.42％）�
1,677


（54.47％）�
※上野1,882


（41.85％）�
�
共産党


（坪田いくお）�
86,587


（15.12％）�
412


（13.38％）�
※中川　276


（7.47％）�
�
民主党


（徳永久志）�
167,399


（29.24％）�
944


（30.66％）�
※田島1,133


（30.65％）�
�
幸福実現党


（荒川雅司）�
12,731


（2.22％）�
46


（1.49％）�



�
�






7月24日付けにて、玉木弁護士から不起訴処分（6月28日付け）の通知書面が告発人あてに届きました。甲良民報557号にて、今回の「不起訴」が「潔白の証明」ではないと、玉木弁護士の感想的論評と西澤議員の声明をのせたところ、ある町民から「官製談合がなければ、起こり得ない状況がいくつもあったはずや」とのご意見をいただきました。


　公平な町政と税金の使い方を歪めた官製談合疑惑の根拠となった諸点（百条調査委員会や別件刑事裁判などで明らかになった事実も含め）を改めて、以下お知らせします。「町民が主人公の町政」をめざす上でも関係者の反省は避けて通れないのではないでしょうか。


官製談合疑惑の道義的・


政治的責任はまぬがれ得ない


「㈱浜野工務店が非公開の最低制限価格にどんぴしゃの金額で落札した」ことなど、前回の６項目に加え、


●野瀬主監（当時）は20年来Ｙ氏との付き合いがあり、入札に関する非公開情報をＹ氏に教えてきた（Ｙ氏および野瀬証言）。しかも、その教えることは「ほんまは、あかんことなんやけど」（Ｙ氏提出のＣＤのトラック１の会話）と不正であることを認識しながら教えていたことになる。


●ＩＣレコーダーに録音された「（最低制限価格は）町長と私（野瀬主監）と議長と副議長しか、知らんことでした」との会話は、デッチあげだと関係者は主張しているが、平成21年7月16日宮嵜議員（当時）との面談で「つい、ほんまのこと言ってしまった」ことを認め（平成22年11月8日野瀬証言）、刑事裁判の証言でも否定できなかった。


●別件の刑事裁判において、大津地裁の澤田正彦裁判官が、「上記事実関係からすると、本件工事は、公表されていた価格が1億7800万円であったから、予定価格が端数が切捨てられる前の1億7840万円であり、その85パーセントに当たる額が最低制限価格であるとの予測を持つことは非常に困難というべきであるし、本来、本件工事を自力で行う能力のない浜野工務店を入札に参加させるべく配慮したことも認められるから、浜野工務店に落札させるようにし向けた、すなわち、最低制限価格を浜野工務店の関係者（具体的には、代表者の夫である濱野副議長）に漏らした官製談合の疑惑が非常に濃厚である。」と宣告した（平成23年4月14日）。


●特定建設業ではない㈱浜野工務店を入札参加させることによって建設業法違反（下請け発注額基準違反）を招いた失策について野瀬主監（当時）は「うかつでした」のひとことで済ませ（刑事裁判での証言）何ら反省がない。


◇　　　◇　　　◇


くしくも甲良町では、１０月には町長選挙と議員補欠選挙が行われます。多くの町民は、官製談合や盗水などの不正にメスを入れられない町政への逆戻りを望んでいません。
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上記は日本政府がＴＰＰ交渉に参加した際の記事（2013年７月23日）。


報道によれば、その後、ＴＰＰ交渉正式参加にあたって「守秘契約」に日本政府代表が署名したことも判明。鶴岡公二首席交渉官は会見で、「守秘契約」を理由に日本政府が主張した内容をいっさい明かしませんでした。


日本共産党は、全品目の関税撤廃と通商の障害とされる食品や薬の安全基準の撤廃も迫られるＴＰＰ交渉からの即時撤退を求めています。
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